
居宅介護支援重要事項説明書 

＜令和６年 １２月１６日現在＞ 

１． 居宅介護支援事業所 フレンズの概要 

 

(1)居宅介護支援事業者の指定番号およびサービス提供地域 

事業所名 居宅介護支援事業所 フレンズ 

所在地 群馬県安中市鷺宮２０５－１ 

介護保険指定番号 １０７１１０００２６ 

ｻｰﾋﾞｽを提供する地域 安中市 
（安中市以外の方でもご希望の方はご相談下さい。） 

 

(2)当事業所の職員体制 

職 職務内容 人員数 

管理者 

（主任介護支援専門員） 

・従業者の管理及び利用申込に係る調

整、業務の実施状況の把握 

 その他の管理を一元的に行います。 

・従業者に法令等の規定を遵守させる

ため必要な指揮命令を行います。 

・居宅介護支援業務を行います。 

 

 

常勤  １名 

主任介護支援専門員 ・他の介護支援専門員のサポート、指

導・育成を行います。 

・居宅介護支援業務を行います。 

 

非常勤  １名 

介護支援専門員 ・居宅介護支援業務を行います。 常勤  ２名 

 

(3)当事業所が提供するサービスについての相談窓口 

 

   電話 ０２７－３８２－８５５８ 

   担当  神田瞳 (管理者)  茂木明美  新谷恵理子  髙橋幸子 

 

※ご不明な点は、なんでもおたずねください。 

 

(4)営業時間 

 

月曜～土曜 午前８時３０分～午後５時３０分 

 

＊日曜日、１月１日は休みとなり、休日、時間外においては、事業所へ電話をかけた

際、携帯電話へ転送されるため、２４時間常時連絡が可能な体制とします。 

 



２． 居宅介護支援の申込みからサービス提供までの流れと主な内容 

 

 ・申込みを受けた後、『居宅介護支援重要事項説明書』で事業概要を説明し『居宅 

介護支援契約書』をもって契約します。 

  契約後、当事業所の支援専門員が、利用者･介護者の要望に沿って『居宅サービ 

ス計画』を作成するとともに、サービス事業者等との連絡調整を行います。 

・介護サービス事業者等が集まり、『居宅サービス計画書』の内容についての話し

合いを行い、計画書の合意を得たのち、サービスが提供されます。 

・少なくとも１月に１回は利用者との面接を行い、利用者の心身の状態やケアプラ

ンの利用状況等について確認します。テレビ電話装置等を活用したモニタリング

を行う場合は、別紙にて利用者からの同意を文書で得たのちに実施します。 

・指定居宅介護支援の提供の開始に際し、利用者は複数の指定居宅サービス事業者

等を紹介するよう求めることや、居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービ

ス事業者等の選定理由の説明を求めることができます。 

・前６カ月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通

所介護、福祉用具貸与の各サービスの利用割合及び、前６カ月間に作成したケア

プランにおける訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与の各サ

ービスの、同一事業者によって提供されたものの割合を説明し、文書で交付致し

ます。 

・利用者が自宅での生活が困難になった場合や利用者が介護保険施設等の入所を希

望した場合は介護施設等の紹介も行います。 

  ・入院時における医療機関との早期からの連携を促進する観点から、利用者が病院 

又は診療所に入院する必要が生じた場合には担当の介護支援専門員の氏名及び 

連絡先を当該病院又は診療所に伝えて頂きますようお願い致します。 

 

  

３． 利用料金 

 

 

要介護認定を受けられた方は、介護保険制度から全額給付されるので       

自己負担はありません。但し、保険料の滞納等により、保険給付金が直接事業

者に支払われない場合 1 ヶ月につき要介護度に応じて上記の金額をいただき、

当事業所からサービス提供証明書を発行いたします。このサービス提供証明書

を後日市区町村の窓口に提出しますと、全額払戻を受けられます。 

当事業所は運営基準減算、特定事業所集中減算の適用は受けておらず、居宅介

護支援費Ⅰ（ⅰ）、特定事業所加算Ⅲを算定しております。 

 

 

 

 



(1) 利用料 

     要介護度区分 

 

取扱い件数区分 

 

要介護１・２ 

 

要介護３～５ 

介護支援専門員一人当たり

利用者数が 45 人未満 

居宅介護支援費Ⅰ(ⅰ) 

   １０,８６０円 

居宅介護支援費Ⅰ(ⅰ) 

   １４,１１０円 

加算 加算額 内容・回数等 

 

 

初回加算 

 

 

3,000 円／月 

・新規に居宅サービス計画を作成 

・要支援者が要介護認定を受け、居宅サービ

ス計画を作成する場合 

・要介護状態区分が 2 区分以上変更があり、

居宅サービス計画を作成する場合 

入院時情報連携加算Ⅰ 

 

入院時情報連携加算Ⅱ 

2,500 円／月 

 

2,000 円／月 

(Ⅰ)入院した日のうちに病院等の職員に必

要な情報提供をした場合 

(Ⅱ)入院した日の翌日又は翌々日に、病院等

の職員に必要な情報提供をした場合 

退院・退所加算(Ⅰ)イ 

 

退院・退所加算(Ⅰ)ロ 

 

退院・退所加算(Ⅱ)イ 

 

退院・退所加算(Ⅱ)ロ 

 

退院・退所加算(Ⅲ) 

4,500 円／月 

 

6,000 円／月 

 

6,000 円／月 

 

7,500 円／月 

 

9,000 円／月 

 

入院等の期間中に病院等の職員と面談を行

い、必要な情報を得るための連携を行い、居

宅サービス計画の作成をした場合 

 

(Ⅰ)イ 連携 1 回 

(Ⅰ)ロ 連携 1 回(ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ参加有) 

(Ⅱ)イ 連携 2 回以上 

(Ⅱ)ロ 連携 2回(内 1回以上ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ参加有) 

(Ⅲ)  連携 3回(内 1回以上ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ参加有) 

 

 

特定事業所加算Ⅲ 

 

 

3,230 円／月 

質の高いケアマネジメントを実施している

事業所を積極的に評価する観点から、人材の

確保やサービス提供に関する定期的な会議

を実施するなど、当事業者が厚生労働大臣の

定める基準に適合する場合 

 

 

 

 

 

ターミナルケアマネジメ

ント加算 

 

 

 

 

 

 

4,000 円 

・24 時間連絡が取れる体制を確保し、かつ、

必要に応じて、指定居宅介護支援を行うこ

とができる体制を整備した場合 

・利用者に対し、終末期の医療やケアの方針

に関する当該利用者又はその家族の意向

を把握した上で、その死亡日及び死亡日前

14 日以内に 2 日以上、当該利用者又はそ

の家族の同意を得て、当該利用者の居宅を

訪問し、当該利用者の心身の状況等を記録

し、主治医及び居宅サービス計画に位置付

けた居宅サービス事業者に提供した場合 

 

緊急時等居宅カンファレ

ンス加算 

 

2,000 円 

病院等の求めにより、病院等の職員と居宅を

訪問し、カンファレンスを行いサービス等の

利用調整をした場合 

 

通院時情報連携加算 

 

500 円／月 

利用者の通院に同席し、医師又は歯科医師と情報連 

携を行い、ケアマネジメントを行った場合 



(2)交通費      原則として無料ですが、通常の事業の実施地域を超えて行 

う際に要した交通費は、以下の額を徴収します。 

 

    事業所から、片道 10 キロメートルまで      １,５００円 

          以後、1 キロメートル増すごとに  １５０円加算 

 

 

(3)解約料 

    利用者はいつでも契約を解約することができ一切料金はかかりません。 

 

 

 

４．サービスの終了 

 

①利用者のご都合でサービスを終了する場合 

  お申し出下さればいつでも解約できます。 

 

②当事業所の都合でサービスを終了する場合  

  人員不足等やむを得ない事情により、サービスの提供を終了させていただく

場合がございます。その場合は終了 1 ヶ月前までに文書で通知するとともに、

地域の他の居宅介護支援事業者をご紹介いたします。 

 

③自動終了 

  以下の場合は、双方の通知がなくても、自動的にサービスを終了いたします。 

・介護保険給付でサービスを受けていた利用者の要介護認定区分が、非該当

（自立）、要支援と認定された場合 

※この場合、条件を変更して再度契約することができます。 

    ・介護保険施設への入所、小規模多機能型居宅介護の利用となった場合 

・利用者がお亡くなりになった場合 

 

④その他 

  利用者やご家族などが当事業所や当事業者の介護支援専門員に対して本契

約を継続し難いほどの背信行為を行った場合は、文書で通知することにより

即座にサービスを終了させていただく場合がございます。 

 

 

 

 

 

 



５．当事業所の居宅介護支援の特徴 

（１）運営の方針 

 

①フレンズの介護支援専門員は、事業の提供にあたっては、次の事項に努めるもの

とします。 

・要介護状態等になった場合においても、利用者が可能な限りその居宅において、

その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう配慮します。 

・利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、利用者の選択に基づき、

適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様な事業者から、総合的かつ効

率的に提供されるよう配慮します。 

・利用者の意思及び人格を尊重し、利用者に提供される指定居宅サービス等が特定

の種類又は特定の居宅サービス事業者に不当に偏ることのないよう、公正中立に

行います。 

・特定事業所加算取得事業所として、介護支援専門員の研修を計画的に行い、地域

包括支援センターから支援が困難な事例を紹介された場合においても居宅介護

支援を提供し、群馬県介護支援専門員実務研修における実習受け入れの登録を受

け、実習等の受け入れを行うことにも同意しています。 

また、地域のケアマネジメント機能を向上させる取り組みとして、他法人が運営

する居宅介護支援事業所との共同の事例検討会・研究会を実施したり、多様な主

体等が提供する生活支援のサービス（インフォーマルサービスを含む）が包括的

に提供されるような居宅サービス計画を作成致します。 

  

②事業の運営にあたっては、関係市町村、在宅介護支援センター、他の  

指定居宅介護支援事業者、介護保険施設との連携に努めるものとします。 

障害福祉サービスを利用してきた障害者が介護保険サービスを利用する場合は、

介護支援専門員と障害福祉制度の相談支援専門員との連携に努めていきます。 

 

③事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行う 

とともに、従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じます。 

 

（２）秘密の保持と個人情報の保護について 

 

① 利用者及びその家族に関する秘密の保持について 

・事業者は、利用者の個人情報について（個人情報の保護に関する法律）及び厚生

労働省が策定した（医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取り扱いの

ためのガイドライン）を遵守し、適切な取り扱いに努めるものとします。 

・サービス提供をする上で知り得た利用者およびその家族に関する秘密を正当な理

由なく第三者に漏らしません。 

・また、この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した後においても継

続します。 



②個人情報の保護について 

 

 ・事業者は、利用者、家族から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当 

者会議等において、利用者及び家族の個人情報を用いません。 

 ・利用者及び家族に関する個人情報が含まれる記録物については、注意をも 

って管理し、また処分の際にも第三者への漏洩を防止するものとします。 

 

（３） 事故発生時の対応方法について 

万一事故が発生した場合には、速やかに利用者の家族等に連絡すると共に、事

故に遭われた方の救済、事故拡大の防止等必要な措置を講じます。 

また、利用者に対する指定介護支援の提供により賠償すべき事故が発生した場

合は、損害賠償を速やかに行います。 

 

６．ハラスメントの防止 

 （１）雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律 

    第１１条第１項及び労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及 

    び職業生活の充実等に関する法律 第３０条の２第１項の規定に基づき、 

    セクシャルハラスメントやパワーハラスメントの防止のための雇用管理上

の措置を講じます。 

 

 （２）利用者及びその家族はサービス利用に当たって、次の行為を禁止します。 

① 介護支援専門員その他従業者に対する身体的暴力 

② 介護支援専門員その他従業者に対する精神的暴力 

③ 介護支援専門員その他従業者に対するセクシャルハラスメント 

 

７．虐待の防止について 

   事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため次の

措置を講じます。 

（１） 虐待防止委員会の開催 

（２） 高齢者虐待防止のための指針の整備 

（３） 虐待防止研修の実施 

（４） 専任担当者の配置 

 虐待防止に関する担当者：管理者 神田 瞳 

（５） サービス提供中に、当該事業所従業者又は擁護者による虐待を受けたと思わ 

れる利用者を発見した場合は、速やかにこれを市町村に通報します。 

 

８．業務継続に向けた取り組み 

感染症や自然災害が発生した場合にあっても、利用者が継続して居宅介護支援 

の提供を受けられるよう、業務継続計画を策定するとともに、当該計画に沿っ 

た研修及び訓練を実施します。 



９．感染症の予防及びまん延の防止のための措置 

   感染症の発生及びまん延を防止できるよう、下記の措置を講じます。 

（１） 感染対策委員会の開催 

（２） 感染症及びまん延防止のための指針の整備 

（３） 感染症及びまん延防止のための研修の実施 

（４） 専任担当者の配置 

    感染症防止に関する担当者：管理者 神田 瞳 

 

１０．身体拘束等の原則禁止 

   利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場

合を除き、身体的拘束を行いません。身体的拘束を行う場合には、その様態及

び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しま

す。 

 

１１．介護サービス情報の公表について 

介護保険法（平成 9 年法律第１２３号）第１１５条の２９の規定に基づき当

事業所の情報については、インターネット(下記アドレス参照)で公表してあ

ります。 

         “医療法人 信愛会”http：//www.honda-hospital.jp/ 

 

１２．サービス内容に関する苦情 

①当事業所の利用相談･苦情担当 

  当事業所の居宅介護支援に関するご相談・苦情および居宅サービス  

  計画に基づいて提供している各サービスについてのご相談・苦情を  

  承ります。 

 

 

担当  居宅介護支援事業所 フレンズ  

神田 瞳、茂木 明美、新谷 恵理子、髙橋 幸子  

       電話０２７－３８２－８５５８ 

  

②その他 

  当事業所以外に、市町村の相談・苦情窓口等に苦情を伝えることができま

す。 

    

   安中市役所    介護保険係    

電話：０２７－３８２－１１１１ 

 

   国民健康保険団体連合会 

   電話：０２７－２９０－１３２３ 



１３．居宅介護支援 サービス利用割合等についての説明 

 

①前６か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通

所介護、福祉用具貸与の各サービスの利用割合 

訪問介護 32.7％ 

通所介護 34.9％ 

地域密着型通所介護 6.3％ 

福祉用具貸与 59.4％ 

② 前６か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型 

通所介護、福祉用具貸与の各サービスごとの、同一事業者によって提供されたもの

の割合 

判定期間（令和６年９月１日から令和７年２月２８日） 

訪問介護 訪問介護ｽﾃｰｼｮﾝ 

わかば安中 42.7% 

訪問介護事業所 

うららか    20.7% 

安中市社会福祉協

議会      18.1% 

通所介護 

 

デイサービス 

なゆた   13.7% 

ケアステーション 

ピース安中 11.3% 

デイサービス 

えにし    9.3% 

地域密着型通所介護 GENKINEXT  
安中   31.1% 

デイサービス宮口 

     13.3％ 

デイサービス野の香 

      13.3％ 

福祉用具貸与 パナケア真中 

福祉用具 31.5％ 

エフビー 

介護サービス 23.7％ 

ソネット 

22.0% 

 

居宅介護支援の提供開始にあたり、利用者に対して契約書および本書面に基づいて重

要な事項を説明しました。 

 

名 称    ： 医療法人 信愛会 居宅介護支援事業所 フレンズ     

      指定番号  １０７１１０００２６ 

代 表 者    ： 本多 真 

所 在 地    ： 群馬県安中市鷺宮２０５－１ 

電話番号： ０２７－３８２－８５５８ 

説 明 者： 氏 名             

 

上記内容の説明を受け、内容に同意し、交付を受けました。 

令和  年   月   日  

利用者    ＜住所＞ 

 

＜氏名＞  

 代筆者            続柄（    ）               

 

代理人    ＜住所＞ 

 

＜氏名＞              


